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運用収益 ＋６６百万円 ※実現収益額

平成３０年度 運用実績（概要）

運用資産残高 １６億円

運用利回り ＋１．６１％ ※実現収益率

※ 情報公開を徹底する観点から、四半期ごとに運用状況の公表を行っています。年金積立金は長期的な運用を行うものであり、
その運用状況も長期的に判断することが必要です。

総合収益額は、各期末時点での時価に基づく評価であるため、評価損益を含んでおり、市場の動向によって変動するもので
あることに留意が必要です。

（注１）収益率及び収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。
（注２）実現収益額は、売買損益及び利息・配当金収入等です。
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地方共済事務局



① 基本ポートフォリオ
平成２７年１０月に策定した基本ポートフォリオは国内債券１００％としています。
ただし、「給付等の対応のため、短期資産を保有することができる。」こととしています。

② 運用資産額・構成割合
積立金全体の運用資産額及び構成割合等は以下のとおりです。

7

（単位：億円、％）

平成３０年度末

資産額 構成割合

短期資産 16 100.0

合計 16 100.0

（１） 資産構成割合

【第１部】 平成３０年度の運用状況

１ 資産の状況

地方共済事務局



8

（２）運用実績

① 運用利回り ○平成３０年度の修正総合収益率は、＋１．６１％となりました。なお、実現収益率は
＋１．６１％です。

（単位：％）

平成３０年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

修正総合収益率 0.00 ▲0.10 2.61 0.08 1.61

国内債券 - ＊1 - - ＊1

国内株式 - - ＊2 - ＊2

短期資産 0.00 0.06 0.10 0.08 0.13

地方共済事務局

0.00%

▲0.10%

2.61%

0.08%▲0.03%

1.31%

1.61%

▲0.50%

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

0.13%

1.61%

0.00%

1.00%

2.00%

国内債券 国内株式 短期資産 資産全体

＊1 ＊2

※棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

※年度の収益率（期間率）

（単位：％）

平成３０年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

実現収益率 0.00 ▲0.10 2.61 0.08 1.61

（注１）各四半期および「年度計」の収益率は期間率です。

（注２）修正総合収益率は、実現収益率に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

（注３）平成２７年度及び平成２８年度における職域加算相当費用の精算額の経過的長期給付組合積
立金から厚生年金保険給付組合積立金への移管に係る費用として国内債券の実現収益に計上
していますが、国内債券には資産残高がないため、第２四半期と年度計の収益率は「＊１」表記
としています。

（注４）オリンパス（株）に係る損害賠償請求訴訟に関する和解金として、第３四半期の国内株式に６５百
万円収益計上していますが、国内株式には資産残高がないため、第３四半期と年度計の収益率
は「＊２」表記としています。
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【参考】平成２９年度運用利回り

運用利回り ○平成２９年度の修正総合収益率は、＋０．１７％となりました。なお、実現収益率は
＋５．０５％です。

○資産別の修正総合収益率については、国内債券で▲０．９９％となりましたが、不動産が
＋１．９１％となり資産全体のプラスに寄与しました。

※年度の収益率（期間率）

地方共済事務局

（単位：％）

平成２９年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

修正総合収益率 0.25 ▲0.46 0.25 0.06 0.17

国内債券合計 0.33 ▲0.75 0.63 0.48 0.17

国内債券 0.10 ▲1.62 0.65 - ▲0.99

不動産 0.60 0.59 0.61 0.49 1.91

貸付金 0.66 0.81 - - 0.79

短期資産 0.08 0.01 0.01 0.02 0.11

0.25%

▲0.46%

0.25%

0.06%
▲0.06%

0.12%
0.17%

▲0.60%

0.00%

0.60%

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

0.17%

0.11%

0.17%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

国内債券 短期資産 資産全体

※棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

（単位：％）

平成２９年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

実現収益率 1.33 0.93 2.38 0.06 5.05

（注１）各四半期および「年度計」の収益率は期間率です。

（注２）収益率は、運用手数料控除後のものです。

（注３）修正総合収益率は、実現収益率に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。
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② 運用収入の額 ○平成３０年度の総合収益額は、＋６６百万円となりました。なお、実現収益額は＋６６百万円
です。

○資産別の総合収益額については、国内債券で▲４百万円のマイナス収益となりましたが、国内
株式の収益が＋６５百万円、短期資産の収益が＋５百万円となり全体のプラスの収益確保に寄
与しました。

（単位：百万円）

平成３０年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

総合収益額 0 ▲2 67 1 66

国内債券 - ▲4 - - ▲4

国内株式 - - 65 - 65

短期資産 0 1 3 1 5

地方共済事務局

0

▲ 2

67

1
▲ 2

65

66

▲ 50

0

50

100

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

(百万円)

※棒グラフは各四半期の収益額

▲ 4

65

5

66

▲ 10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

国内債券 国内株式 短期資産 資産全体

※年度の収益額

（単位：百万円）

平成３０年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

実現収益額 0 ▲2 67 1 66

（注１）総合収益額は、実現収益額に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

（注２）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。
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【参考】平成２９年度運用収入の額

運用収入の額 ○平成２９年度の総合収益額は、＋１億円となりました。なお、実現収益額は＋２３億円です。
○資産別の総合収益額については、国内債券で▲２億円のマイナス収益となりましたが、不動
産・貸付金の独自資産の運用収益が＋３億円となり全体のプラスの収益確保に寄与しました。

※棒グラフは各四半期の収益額

※年度の収益額

地方共済事務局

（単位：百万円）

平成２９年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

総合収益額 181 ▲216 99 15 78

国内債券合計 163 ▲218 97 12 54

国内債券 28 ▲288 43 - ▲217

不動産 85 60 54 12 210

貸付金 50 10 - - 60

短期資産 18 1 2 3 25

181

▲ 216

99

15▲ 36

63 78

▲ 300

0

300

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

(百万円)

54

25

78

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

国内債券 短期資産 資産全体

（単位：百万円）

平成２９年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

実現収益額 920 419 913 15 2,266

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。

（注２）総合収益額は、実現収益額に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

（注３）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。
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③ 積立金の運用の額

平成３０年度末の運用資産額は、１６億円となりました。

地方共済事務局

（単位：億円）

平成３０年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

短期資産 8 8 0 64 64 0 10 10 0 16 16 0

合計 8 8 0 64 64 0 10 10 0 16 16 0

※各四半期末において積立金が計上されたものとなっているが、年度内（四半期の期中）において積立金を給付等に充てたうえで資金が不足する場合があり、地方公務員共済組合連合会
から交付金を受けているところである。このような経理については、給付等に対応するため、全額を短期資産とすることとされている。



13

【参考】平成２９年度積立金の運用の額

平成２９年度末の運用資産額は、１８４億円となりました。

地方共済事務局

（単位：億円）

平成２９年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

国内債券合計 392 409 17 204 214 10 87 90 3 － － －

国内債券 210 224 14 117 125 8 － － － － － －

不動産 134 136 2 87 88 1 87 89 2 － － －

貸付金 49 49 1 － 1 1 － 1 1 － － －

短期資産 81 81 0 270 270 0 204 204 0 184 184 0

合計 473 490 17 474 484 10 290 293 3 184 184 0

（注）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。



14

地方共済事務局

④ 運用手数料

当組合は委託運用を行っていないため、運用手数料の支払いはありません。
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【参考】平成２９年度運用手数料

管理運用委託手数料額は、６百万円となりました。

（単位：百万円、％）

平成２９年度

委託手数料 委託手数料率

国内債券 ６ 0.04

（注）月末平残を用いて委託手数料を算出しています。

地方共済事務局
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（３） リスク管理

地方共済事務局

① リスク管理

現在は短期資産のみであり、国内債券の委託運用を行っていないため、トラッキングエラーに基づくリスク管理は
行っておりません。

② 年金財政上求められる運用利回りとの比較

積立金は漸次減少しており、可能な範囲で収益を確保することを目標としているため、年金財政上求められる運用利

回りとの比較は行っておりません。
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１ 積立金の運用に関する基本的な考え方

○ 基本的な方針として、新規の掛金収入が発生しないという閉鎖型年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、
将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら、組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保し
つつ、経過的長期給付事業の運営の安定に資することを目的として運用を行うこととしております。

○ また、給付等に必要な現金を確保することが最優先であり、連合会交付金を受けるため全体の資産に占める短期資産の割合
が上昇していく中で、「管理運用方針」の運用目標とする運用利回りを確保すること等ができないことから、給付等に対応す
るために、当面必要な資金を確保しつつ、可能な範囲で収益を確保することを目標としています。

経過的長期給付組合積立金の管理及び運用に係る基本的な方針（抜粋）

１ 基本的な方針
経過的長期給付組合積立金の運用は、新規の掛金収入が発生しないという閉鎖型年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、

将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら、組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保しつつ、経過
的長期給付事業の運営の安定、かつ、組合員の福祉の増進又は地方公共団体の行政目的の実現に資するように行う。

なお、経過的長期給付組合積立金は漸次減少し、近年中には、連合会交付金（被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法
等の一部を改正する法律及び地方公務員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法
律の一部を改正する法律の施行に伴う地方公務員等共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関する政令（平成２７年政令第３４
７号。以下「経過措置政令」という。）第１４９条において準用する地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第３５２号。以下
「地共済政令」という。）第２１条の２第２項の規定により連合会から交付される資金をいう。以下同じ。）の交付を受けて給付等への対
応を行わなければならない。

このため、給付等への対応に支障が生じないよう、信託による委託運用資産は、リスク・リターン等の特性が異なる複数の資産に適切
に分散して投資すること（以下「分散投資」という。）を基本としつつ、給付等の必要額に応じて、リスク性資産（国内株式、外国株式
及び外国債券をいう。以下同じ。）から順次、給付対応資産（年金給付に対応するために必要な資産をいう。以下同じ。）に振り替え、
全額国内債券（不動産（経過措置政令第１４７条の規定により読み替えられた地共済政令第１６条の２第１項第９号に規定する不動産を
いう。以下同じ。）及び貸付金（経過措置政令第１４７条の規定により読み替えられた地共済政令第１６条の２第１項第１１号に規定す
る貸付金をいう。以下同じ。）を含む。）による運用へ移行した後、連合会交付金を受けるときには、経過的長期給付組合積立金は、全
額給付対応資産となる。

２ 運用の目標
上記のとおり、経過的長期給付組合積立金の運用については、給付等に必要な現金を確保することが最優先であるとともに、独自
資産である不動産及び貸付金の全体資産に占める割合が高いため、区分される国内債券の構成割合の比率が非常に高く、長期的な
観点から定められた管理運用方針の運用目標とする運用利回りの確保並びに基本ポートフォリオの資産構成割合及び許容乖離幅の
範囲内で運用を行うことができない。
したがって、給付等に対応するために、当面必要な資金を確保しつつ、可能な範囲で収益を確保することを目標とする。

【第２部】 積立金の運用に関する基本的な考え方等について 地方共済事務局
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２ 基本ポートフォリオについて

地方職員共済組合地方共済事務局（以下「地方共済事務局」といいます。）の経過的長期給付組合積立金
（以下「積立金」といいます。）は、新規の掛金収入が発生しないことから、漸次減少し、年金給付に対応するた
め、信託による委託運用資産は、給付等の必要額に応じて、リスク性資産（国内株式、外国株式及び外国債券をい
います。以下同じ。）から順次、給付対応資産に振り替え、国内債券のみによる運用を行っていたところですが、
平成２９年１１月において、積立金は全額給付対応資産となりました。
地方共済事務局の積立金の基本ポートフォリオは国内債券１００％ですが、平成２９年１２月以降、短期資産

のみとなっているため、基本ポートフォリオに基づく運用は行っておりません。

＊基本ポートフォリオは国内債券100%ですが、「給付等の対応のため、短期資産を保有することができる。」こととしています。

（基本ポートフォリオ）

国内債券

資産構成割合 １００％

地方共済事務局
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地方共済事務局

３ リスク管理について

① リスク管理に関する基本的な考え方

年金給付に対応するため、積立金は平成２９年１１月において全額給付対応資産への振り替えを行いました。
現在は短期資産のみとなっていることから、積立金の運用は、自家運用ガイドラインに基づき適切に行っていま
す。

② リスク管理の方法

地方職員共済組合地方共済事務局（以下「地方共済事務局」といいます。）が行うリスク管理は、自家運用ガ
イドラインに基づき、運用状況及びリスク負担の状況を確認するなど、適切に管理することとしています。具体
的には、年金給付等の送金等資金繰りを十分に勘案の上、短期的に運用が可能な資金について、安全性及び流動
性、運用可能期間並びに短期金利の動向を勘案し、有利な運用に努めている他、取引金融機関の選定基準等への
適合状況の検証などを行っています。
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４ スチュワードシップ責任

地方共済事務局

（１）スチュワードシップ責任

組合は株式を保有しておらず、将来も見込まれません。

（２）株主議決権行使

組合は株式を保有していないため、議決権行使は行っておりません。

（３）エンゲージメント

組合は株式を保有していないため、エンゲージメントへの取組を行っておりません。

（１）運用受託機関の選定

平成３０年度において、新たに選定した運用受託機関はありませんでした。

（２）運用受託機関・資産管理機関の管理・評価

組合は、運用受託機関・資産管理機関との取引はありません。

５ 運用受託機関等の選定等
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６ ガバナンス体制

（１）組織

当組合は、地方公務員等共済組合法に基づいて設立された法人で、地方共済事務局は、組合員である道府県
職員等に対し、短期給付及び長期給付の制度を適用し、併せて福祉事業を実施しています。
役員は、平成３１年３月末現在、理事長、理事４名（うち非常勤３名）及び監事３名（うち非常勤２名）の

８名となっています。

（２）運用体制

運用体制は、理事長、理事、事務局長、総務部長、総務部財務課（資金係）となっています。
なお、積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、資産運用委員会を設置しており、積立

金の管理及び運用のリスク管理等を行っています。
また、積立金の管理及び運用に係る専門的な事項については、経済、金融、資金運用等の学識経験又は実務

経験を有する者で構成する年金資産運用検討委員会を設置し、専門的な知見を活用しております。
そのほか、基本方針の策定及び変更、運用実績、リスク管理の状況等については、運営審議会※へ報告する

こととしています。
※ 運営審議会の委員の半数は、組合員を代表する者で組織されています。

地方共済事務局



22

地方共済事務局の資産運用体制

(注)平成31年3月31日現在

地方共済事務局
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（３）年金資産運用検討委員会

積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、「年金資産運用検討委員会」を設置しています。委員は、
経済、金融、資金運用等の学識経験又は実務経験を有する者から構成されています。

年金資産運用検討委員会では、基本方針の策定及び変更、基本ポートフォリオの設定及び見直し、リスク管理の実施方
針等について審議することとしています。

また、積立金の運用状況、リスク管理の状況等については、年金資産運用検討委員会に報告することとしています。
平成３０年度においては、平成２９年度運用報告書、平成３０年度各四半期運用実績等の内容で４回（持ち回りを含

む。）開催しています。

委員名簿（平成３１年３月３１日現在）

○ 米 澤 康 博（早稲田大学大学院経営管理研究科教授）
○ 伊 藤 敬 介（みずほ第一フィナンシャルテクノロジー株式会社

取締役 投資技術開発部長）
○ 大 橋 和 彦（一橋大学大学院経営管理研究科教授）
○ 川 北 英 隆（京都大学名誉教授）
○ 宮 井 博（あせまねライフ株式会社 代表取締役社長）

地方共済事務局



７ 平成３０年度現在の訴訟状況の概要

平成３０年度の訴訟状況は以下の通りです。

○フォルクスワーゲンＡＧ及びポルシェＳＥ

当組合を委託者兼受益者とする信託財産が取得したフォルクスワーゲンＡＧの普通株式に関して、同社による排ガス規制

不正行為に関連する情報開示違反により損害を被りました。このため平成２８年８月２９日にフォルクスワーゲンＡＧ、平

成２８年９月２日に同社の親会社であったポルシェ社ＳＥを被告とする集団訴訟に、当組合は受益者として参加しています。

○株式会社東芝

当組合を委託者兼受益者とする信託財産が取得した株式会社東芝の普通株式に関して、同社による有価証券報告書の虚偽

記載により損害を被りました。このため、平成２９年３月３１日に信託銀行が共同で本件虚偽記載に関し被った損害の賠償

を求め提訴し、当組合は受益者として参加しています。

24

地方共済事務局
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地方共済事務局

（参考）運用受託機関の実績収益率、資産別ファンド数（委託運用分）

運用受託機関の実績収益率

当組合は、運用受託機関との取引はありません。

資産別ファンド数（委託運用分）

当組合は、委託運用を行っておりません。

第３部 資料編
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【参考】平成２９年度運用受託機関の実績収益率、資産別ファンド数（委託運用分）

地方共済事務局

資産別ファンド数（委託運用分）

（単位；件）

２９年度

解約等 新規採用 年度末

国内債券 1 0 0

計 1 0 0

資産管理機関 1 0 0

運用受託機関の実績収益率

運用実績（平成29年4月～10月）

運用手法
運用受託機関名
（再委託先名）

時間加重収益率 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ収益率 超過収益率 実績ﾄﾗｯｷﾝｸﾞｴﾗｰ ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾚｼｵ

（A） （B)
（C)＝（A)－

(B)
（D) （C)/（D)

国内債券
(パッシブ運用）

りそな銀行 0.172% 0.205% ▲0.033% 0.082% ▲0.402
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○ 貸付金
組合員に対して貸し付ける貸付金です。

○ 基本ポートフォリオ
統計的な手法により定めた、最も適格と考えられる資産構成比（時価ベース）。

○ 経過的長期給付組合積立金
組合が旧職域部分の給付（経過的長期経理）のため管理運用する積立金。

○ 時間加重収益率
運用担当者（ファンド・マネージャー）の裁量が及ばないキャッシュフロー（例えば、掛金・給付など）の要因による影響を排除し

て実績計算した収益率であり、運用機関同士のパフォーマンス評価の尺度として適切な収益率であるといえます。

○ 実現収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。売買損益及び利息・配当金収入等の実現収益額を元本（簿価）平均残高で除した元

本（簿価）ベースの比率です。

○ 修正総合収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加え、時価に基づく収益を
把握し、それを元本平均残高に前期末未収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。算出
が比較的容易なことから、運用の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。

（計算式）
修正総合収益率 =｛売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）
+評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）｝ ／（元本平均残高 + 前期末未収収益 + 前期末評価損益）

地方共済事務局

資産運用に関する専門用語の解説（５０音順）
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○ 総合収益額
実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味することにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。

（計算式）総合収益額 = 売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）+ 評価損益増
減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）

○ トラッキング・エラー
ベンチマークに対する超過収益率のバラつき度合いを表すリスク指標です。
「アクティブ・リスク」ともいいます。
将来のトラッキングエラーの推測をしたものを「推定トラッキング・エラー」といい、推定値ではなく実績値を

用いて計算したものを「実績トラッキング・エラー」といいます。特に、パッシブ運用については、トラッキン
グ・エラーを最小化するように運用されます。

○ パッシブ運用
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）などの市場指数と同等のパフォーマンスをあげることを目標に、市場指数（イン
デックス）に連動するポートフォリオを構築する運用スタイルをいい、インデックス運用とも呼ばれます。

○ 不動産
投資不動産（不動産であって、売渡しを目的とするものの取得に充てる資金）です。

○ ベンチマーク
運用成果を評価する際に、相対比較の対象となる基準指標のことをいい、市場の動きを代表する指標を使用しています。
地方共済事務局のベンチマークは以下の通りです。

・ 国内債券 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合

○ ベンチマーク収益率

ベンチマークの騰落率、いわゆる市場平均収益率のことです。

経過的長期給付組合積立金の運用状況については、この運用報告書を含め、地方職員共済組合のインターネット・
ホームページ（https://www.chikyosai.or.jp/)に掲載していますので、ご参照ください。

地方共済事務局

http://www.chikyosai.or.jp/


団 体 共 済 部
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運用収益 ＋１４億３４百万円 ※総合収益額

＋１６億１７百万円 ※実現収益額

平成３０年度 運用実績（概要）

運用資産残高 ８９９億円

運用利回り ＋１．６０％ ※修正総合収益率

＋１．９３％ ※実現収益率

※ 情報公開を徹底する観点から、四半期ごとに運用状況の公表を行っています。年金積立金は長期的な運用を行うものであり、
その運用状況も長期的に判断することが必要です。

総合収益額は、各期末時点での時価に基づく評価であるため、評価損益を含んでおり、市場の動向によって変動するもので
あることに留意が必要です。

（注１）収益率及び収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。
（注２）実現収益額は、売買損益及び利息・配当金収入等です。

団体共済部



① 基本ポートフォリオ
基本ポートフォリオは以下のとおりです。
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＊円グラフは、平成31年3月末時点の時価構成割合

（１）資産構成割合

② 運用資産額・構成割合
年金積立金全体の資産ごとの運用資産額及び構成割合等は以下のとおりです。

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

資産構成割合 ３５％ ２５％ １５％ ２５％

許容乖離幅 ±１５％ ±１４％ ±６％ ±１２％

【第１部】 平成３０年度の運用状況

１ 資産の状況

（注）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

団体共済部

平成３０年度 運用資産別の構成割合

＊ 給付等の対応のため、各資産の乖離幅の範囲内で短期資産を保有することができることとしています。

（単位：億円、％）

資産額 構成割合

309 34.4

国内債券 307 34.1

貸 付 金 3 0.3

223 24.8

128 14.2

227 25.2

12 1.4

　　合　　計 899 100.0

平成３０年度末

　国内株式

　外国債券

　外国株式

　短期資産

　国内債券合計
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（２）運用実績

① 運用利回り 平成３０年度の収益率は、＋１．６０％となりました。
また、実現収益率は、＋１．９３％です。

（注１）各四半期および「年度計」の収益率は期間率です。
（注２）収益率は、運用手数料控除後のものです。
（注３）修正総合収益率は、実現収益率に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

団体共済部

※棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

※年度の収益率（期間率）

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1.58 3.03 ▲8.36 5.94 1.60

　国内債券 0.20 ▲0.93 1.31 1.24 1.76

国内債券 0.20 ▲0.97 1.33 1.25 1.78

　貸付金 0.24 0.25 0.27 0.26 1.01

　国内株式 1.09 5.85 ▲17.54 7.71 ▲4.88

　外国債券 0.74 1.44 ▲2.44 2.80 2.49

　外国株式 5.14 7.08 ▲15.53 13.80 8.43

　短期資産 0.02 0.01 0.98 0.09 1.15

修正総合収益率

平成３０年度

 （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.47 0.51 0.32 0.63 1.93

平成３０年度

実現収益率
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【参考】 平成２９年度 経過的長期給付組合積立金の運用利回り

団体共済部

○ 運用利回り 平成２９年度の収益率は、＋６．３９％となりました。
また、実現収益率は、＋１．８８％です。

（注１）各四半期および「年度計」の収益率は期間率です。
（注２）収益率は、運用手数料控除後のものです。
（注３）修正総合収益率は、実現収益率に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

※年度の収益率（期間率）

※棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

3.11 2.64 3.70 ▲3.09 6.39

　国内債券 0.09 0.16 0.34 0.36 0.93

国内債券 0.06 0.14 0.33 0.37 0.86

　貸付金 0.59 0.60 0.60 0.23 2.06

　国内株式 6.79 4.88 8.64 ▲4.61 15.67

　外国債券 4.78 2.47 1.28 ▲4.15 3.50

　外国株式 5.24 5.58 5.59 ▲6.46 9.17

　短期資産 0.03 0.60 0.03 0.13 0.81

修正総合収益率

平成２９年度

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.42 0.48 0.41 0.57 1.88

平成２９年度

実現収益率
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② 運用収入の額 平成３０年度の総合収益額は、＋１４億円となりました。
また、実現収益額は、＋１６億円です。

（百万円）

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。
（注２）総合収益額は、実現収益額に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。
（注３）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（百万円）

団体共済部

※年度の収益額

※棒グラフは各四半期の収益額

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1,422 2,766 ▲7,815 5,062 1,434

　国内債券 66 ▲298 412 382 562

国内債券 62 ▲301 410 381 552

　貸付金 4 3 2 1 9

　国内株式 262 1,396 ▲4,424 1,603 ▲1,164

　外国債券 91 180 ▲311 349 309

　外国株式 1,003 1,487 ▲3,505 2,726 1,712

　短期資産 0 0 14 1 16

総合収益額

平成３０年度

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

393 426 267 530 1,617実現収益額

平成３０年度
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【参考】 平成２９年度 経過的長期給付組合積立金の運用収入の額

団体共済部

単位；百万円

単位；百万円

○ 運用収入の額 平成２９年度の総合収益額は、＋５５億円となりました。
また、実現収益額は、＋１６億円です。

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。
（注２）総合収益額は、実現収益額に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。
（注３）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

2,706 2,354 3,366 ▲2,902 5,524

　国内債券 34 61 122 124 342

国内債券 21 49 110 120 301

　貸付金 13 12 12 5 41

　国内株式 1,325 1,043 2,029 ▲ 1,178 3,220

　外国債券 480 263 150 ▲ 517 376

　外国株式 866 978 1,064 ▲ 1,332 1,576

　短期資産 1 8 0 1 10

総合収益額

平成２９年度

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

357 408 342 477 1,585実現収益額

平成２９年度



36

③ 積立金の資産の額

平成３０年度末の運用資産額は、８９９億円となりました。

団体共済部

（注）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

  国内債券 315 324 9 311 317 6 307 316 9 297 309 12

国内債券 301 311 10 302 308 6 303 312 9 295 307 12

  貸付金 14 14 0 10 10 0 4 4 0 3 3 0

  国内株式 207 242 35 202 251 49 205 207 3 208 223 15

  外国債券 130 125 ▲5 132 127 ▲4 132 124 ▲8 133 128 ▲6

  外国株式 174 206 32 179 225 46 180 190 10 191 227 36

  短期資産 14 14 0 15 15 0 14 14 0 12 12 0

  合    計 840 912 72 840 937 97 837 852 14 842 899 58

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

平成３０年度
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【参考】 平成２９年度 経過的長期給付組合積立金の資産の額

団体共済部

平成２９年度末の運用資産額は、９０４億円となりました。

（注）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。
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平成３０年度 市場環境①（国内債券） 団体共済部

①国内債券市場

１０年国債利回りは、低下しました。

期初から０.０５％程度で小動きとなっていたものの、日銀が７月３１日の金融政策決定会合で「強力な金融緩和継続のための
枠組み強化」により長期金利の変動幅拡大を許容して以降、一時０.１％台半ばまで上昇しました。１０月以降は、世界的な景気
減速懸念などを背景に投資家のリスク回避姿勢が強まるなか大きく低下し、３月末にかけてはマイナス圏での推移となりました。

年度では、前年度末の０．０５％から、今年度末は▲０．０８％へ低下（債券価格は上昇）しました。
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平成３０年度 市場環境②（国内株式） 団体共済部

②国内株式市場

国内株式は、下落しました。

国内株式は、円安による企業業績の改善期待や米株高などを背景に１０月初旬に高値を付けました。しかし、その後は、米金
融政策の正常化観測、世界的な景気減速懸念の高まり、米中通商摩擦激化などを受けて急落する展開となりました。年明け以
降は、米追加利上げ観測が後退したことや、米中通商協議の進展期待などを背景に反発しました。

年度では、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ配当なし）は、前年度末の１，７１６．３０ポイントから、今年度末は１５９１．６４ポイントへ
▲７．３％下落しました。
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平成３０年度 市場環境③（外国債券） 団体共済部

③外国債券市場

米国１０年国債利回りは、低下しました。期前半はもみ合いましたが、秋口にかけては米景気拡大およびＦＲＢの金融政策正常
化等を背景に、一時３．２％台まで上昇しました。その後は、世界的な景気減速懸念や投資家によるリスク回避姿勢の高まりな
どを背景に低下基調となりました。年明け以降は、米追加利上げ観測が後退したことなどから一段と低下しました。

ドイツ１０年国債利回りは、低下しました。春先以降、イタリアの政治不安が高まったことなどから０．２％台まで低下しました。
その後は、ＥＣＢが年内に量的緩和策を終了する方針を打ち出したことから一時上昇に転じるも、秋口以降は世界的な景気減速
懸念等を背景に再び低下基調が強まり、３月末にかけてはマイナス圏での推移となりました。

年度では、米国１０年国債利回りは、前年度末の２．７４％から今年度末は２．４１％へ０．３３％の低下（債券価格は上昇）、
ドイツ１０年国債利回りは、前年度末の０．５０％から今年度末は▲０．０７％へ０．５７％の低下（債券価格は上昇）となりました。
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平成３０年度 市場環境④（外国株式） 団体共済部

④外国株式市場

米国株式は、上昇しました。米景気拡大の継続および堅調な企業業績を背景に上昇し、秋口にかけては史上最高値を更新
する展開となりました。その後、世界的な景気減速懸念の高まりや米中通商摩擦の長期化を受けて急落する局面も見られまし
たが、年明け以降は米追加利上げ観測の後退などを背景に再び上昇に転じました。

ドイツ株式は、下落しました。期初に一時上昇する局面も見られましたが、イタリア政治不安、ユーロ圏の景気減速を背景に
下落基調を辿りました。年明け以降は米追加利上げ観測の後退などを背景に上昇しました。

年度では、ＮＹダウ平均株価指数は前年度末の２４，１０３．１１ドルから、今年度末は２５,９２８．６８ドルへ７.６％上昇、
ドイツＤＡＸ株価指数は前年度末の１２，０９６．７３ポイントから、今年度末は１１,５２６．０４ポイントへ▲ ４.７０％下落しました。
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平成３０年度 市場環境⑤（外国為替） 団体共済部

⑤外国為替市場

ドル円相場は、円安ドル高となりました。期前半は、米金融政策の正常化がすすむなか、日米の金融政策格差が意識された
ことで円安ドル高となりました。年末年始にかけては世界的な株価急落を受けてリスク回避の円高が加速しましたが、その後
は株価が持ち直すなかで再び円安に転じました。

ユーロ円相場は、円高ユーロ安となりました。ECBによる年内の量的緩和策終了を受け円安が進む局面もありましたが、イタ
リアの政治不安やユーロ圏の景気減速懸念が重石となり、秋口にかけては上下に振れる展開が続きました。年末にかけては
株価が急落するなかリスク回避の円高が進行し、その後はもみ合いました。

年度では、ドル/円は前年度末の１０６．３８円から今年度末は１１０．８５円と円安となった一方、ユーロ/円は前年度末の
１３０．８３円から今年度末は１２４.３６円と円高となりました。
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１ 積立金の運用に関する基本的な考え方

○ 経過的長期給付組合積立金（以下、「積立金」という。）の運用は、新規の掛金収入が発生しないという閉
鎖的年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識し
ながら、団体組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保しつつ、事業運営の安定、かつ、
団体組合員福祉の増進又は団体の能率的運営に資することを目的としています。
なお、給付対応資産については、短期資産として自家運用するものとし、給付対応資産及び貸付金を除いた

余裕金については、連合会への預託により運用します。

○ 積立金の運用については、閉塞型年金という特性を有するため、将来にわたる負債と積立金の関係に十分留
意しつつ、必要となる運用利回りを最低限のリスクで確保するよう、基本ポートフォリオを定め、適切に管理
することとしています。
また、各年度における各資産のベンチマーク収益率を確保するよう努めるとともに、長期的に各資産のベン

チマーク収益率を確保することを目標としています。

経過的長期給付組合積立金の管理及び運用に係る基本的な方針積立金の管理及び運用の基本的な方針（抜粋）

１ 基本的な方針
経過的長期給付組合積立金の運用は、新規の掛金が発生しない等いう閉鎖型年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、将

来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら団体組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保しつつ、経過
的長期給付事業の運営の安定、かつ、団体組合員の福祉の増進又は団体の能率的運営に資するように行う。

このため、分散投資を基本とし、基本ポートフォリオを策定し、経過的長期給付組合積立金の管理運用を行う。
なお、給付対応資産については、短期資産として自家運用するものとし、給付対応資産及び貸付金を除いた余裕金については、連合会

への預託により、運用する。

２ 運用の目標

閉鎖型年金という特性を有する経過的長期給付組合積立金は、将来にわたる負債と積立金の関係に十分留意しつつ、必要となる運用利
回りを最低限のリスクで確保するよう、基本ポートフォリオを定め、これを適切に管理する。

その際、市場の価格形成や民間の投資行動とを歪めないよう配慮する。
また、各年度における各資産のベンチマーク収益率を確保するよう努めるとともに、長期的に各資産のベンチマーク収益率を確保する。

【第２部】 積立金の運用に関する基本的な考え方等について 団体共済部
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２ 基本ポートフォリオについて

給付等に対応するための資産を「給付対応資産」として位置づけ、短期資産により運用し、年金給付に支障が生
じないよう、給付動向に応じた資産管理を行うこととしており、給付対応資産及び貸付金を除いた余裕金について
は、連合会への預託による運用を前提としております。

基本ポートフォリオを構成する資産区分は、国内債券、国内株式、外国債券及び外国株式とし、基本ポートフォ
リオの資産構成割合及び許容乖離幅は次のとおり定めています。

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

資産構成割合 ３５％ ２５％ １５％ ２５％

許容乖離幅 ±１５％ ±１４％ ±６％ ±１２％

団体共済部

＊ 給付等の対応のため、各資産の乖離幅の範囲内で短期資産を保有することができることとしています。
なお、基本ポートフォリオの管理上の国内債券に、共済独自資産（貸付金）を含めいています。
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３ リスク管理について

① リスク管理に関する基本的な考え方
積立金の運用は、基本方針に定める基本ポートフォリオに基づき、安全かつ効率的に行います。
また、連合会への預託金については、連合会からの報告に基づき、資産全体および各資産の状況を確認する

こととし、自家運用については、運用状況及びリスク負担の状況を確認するなど、適切に管理を行うこととし
ています。

② リスク管理の方法
積立金の運用におけるリスク管理は、預託金の状況と合わせて、積立金の資産構成割合と基本ポートフォリ

オとの乖離状況等を少なくとも毎月１回把握し、問題がある場合は適切に対応することとしています。

団体共済部
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（１）組織
団体共済部は、組合員である地方団体関係団体職員等に対し、長期給付の制度を適用し、併せて福祉事
業を実施しています。
役員は、平成３１年３月３１日現在、理事長、理事４名（うち非常勤３名）及び監事２名（うち非常勤
１名）の７名となっています。

（２）運用体制
運用体制は、理事長、理事、団体共済部長、総務課（総務係）となっています。
積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、資産運用委員会を設置しており、積立金
の管理及び運用のリスク管理等を行っています。
なお、給付対応資産を短期資産により自家運用し、給付対応資産を除いた余裕金については、連合会へ
の預託による運用を行っております。
また、基本方針の策定及び変更、運用実績、リスク管理の状況等については、運営評議員会※へ報告す
ることになっています。

※ 運営評議員会の委員は、組合員を代表する者で組織されています。

（３）地方職員共済組合地方共済事務局との積立金の管理及び運用に関する協定
積立金の管理及び運用に関する事務のうち、次の定める事務を地方共済事務局に委託しています。

① 積立金の管理及び運用に係る基本的な方針等に関する事務
・基本方針の変更に係る助言・提案等
・各運用に関するリスク管理の実施方針の変更に係る助言・提案等

② 運用報告書に関する事務
・運用報告の作成に係る助言・提案等

③ その他積立金の管理及び運用に関し必要な事務

４ ガバナンス体制

団体共済部
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（４）年金資産運用検討委員会

団体共済部

積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、「年金資産運用検討委員会」を設置しています。委員は、
経済、金融、資金運用等の学識経験又は実務経験を有する者から構成されています。

年金資産運用検討委員会では、基本方針の策定及び変更、基本ポートフォリオの設定及び見直し、リスク管理の実施方
針等について審議することとしています。

また、積立金の運用状況、リスク管理の状況等については、年金資産運用検討委員会に報告することとしています。
平成３０年度においては、平成２９年度運用報告書、平成３０年度各四半期運用実績等の内容で４回（持ち回りを含

む。）開催しています。

委員名簿（平成３１年３月３１日現在）

○ 米 澤 康 博（早稲田大学大学院経営管理研究科教授）
○ 伊 藤 敬 介（みずほ第一フィナンシャルテクノロジー株式会社

取締役 投資技術開発部長）
○ 大 橋 和 彦（一橋大学大学院経営管理研究科教授）
○ 川 北 英 隆（京都大学名誉教授）
○ 宮 井 博（あせまねライフ株式会社 代表取締役社長）
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○ 貸付金
経過的長期給付組合積立金の運用として組合員に対して貸し付ける不動産の取得以外の貸付をいいます。

○ 基本ポートフォリオ
統計的な手法により定めた、最も適格と考えられる資産構成比（時価ベース）。

○ 経過的長期給付組合積立金
組合が旧職域部分の給付（経過的長期経理）のため管理運用する積立金。

○ 修正総合収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加え、時価に基づく収益を
把握し、それを元本平均残高に前期末未収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。算出
が比較的容易なことから、運用の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。

（計算式）
修正総合収益率 =｛売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）
+評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）｝ ／（元本平均残高 + 前期末未収収益 + 前期末評価損益）

○ 総合収益額
実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味することにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。

（計算式）総合収益額 = 売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）+ 評価損益増
減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）

○ ベンチマーク収益率
ベンチマークの騰落率、いわゆる市場平均収益率のことです。

資産運用に関する専門用語の解説

経過的長期給付組合積立金の運用状況については、この運用報告書を含め、当組合のインターネット・ホームページ
（https://www.dankyo.jp/)に掲載していますので、ご参照ください。

団体共済部

http://www.dankyo.or.jp/

